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会  議  記  録  

 

高松市附属機関等の設置、運営等に関する要綱第７条第４項の規定により、次のとおり

会議記録を公表します。  

会  議  名  
令和６年度第１回高松市社会福祉審議会  

児童福祉専門分科会  

開 催 日 時  令和７年１月３０日（木）  １８時３０分～１９時３０分  

開 催 場 所  高松市役所  本庁舎１１階  １１０会議室  

議     題  １  こども誰でも通園制度に係る認可基準（案）について  

公 開 ・ 非 公 開    ■  公開   □  一部公開   □  非公開  

非 公 開 の 理 由  －  

出 席 委 員  

８人  

加野分科会長、有岡委員、金倉委員、佐藤委員、住吉委員、高

橋委員、難波委員、二宮委員  

傍  聴  者  ３人  

担 当 課 及 び 連 絡 先  こども保育教育課  （８３９－２３５８）  

 

会議の経過及び結果  

開会  

 

高松市社会福祉審議会条例第７条第２項に基づき、高松市社会福祉審議会において分

科会長に選任された加野委員が議長を務めた。  

また、高松市社会福祉審議会運営要綱第３条第２項に基づき、分科会長が高橋委員を

副会長に指名した。  

 

（１）  こども誰でも通園制度に係る認可基準（案）について  

 

事務局から議題（１）についての概要説明を行った。  

 

【主な質疑応答】  

議題（１）について  

 

（委員）  

事業実施の予定時期はいつ頃か。  

 

（事務局）  

資料１の１７ページにスケジュールを記載しており、国（こども家庭庁）からは令和

８年４月から給付事業として実施することとなっており、本市では、令和８年１月から

補助事業として実施予定である。  

 

（委員）  

本事業は、就労していない保護者を対象としていると思うが、就労している保護者で
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あっても子どもを園に預けられない子どもがいる中で、子どもの受け入れをすることが

できるのか。  

 

（事務局）  

本市では待機児童が発生しており、本年度における待機児童数は、４月１日時点で３

人、１０月１日時点では９２人である。  

本事業の実施に当たって、待機児童の解消と併せて実施することが全国的にも課題と

なっており、本市においても同様の課題があるものである。  

こども誰でも通園制度の実施に当たって、余裕活用型での実施であれば職員全員が保

育士でなければならず、一般型での実施においても職員の半数以上が保育士でなければ

ならないため、保育士の確保が課題となるところである。  

本市では、今年度から潜在保育士を対象として、潜在保育士就職一時金交付事業を実

施している。  

また、国においては、課題となっている処遇改善に係る通知があり、保育士の給与を

１０％程度上げるといった方針が示されている。本市においても、国の動向に合わせ

て、準備を進めているところである。  

更に、保育士の負担軽減について、ＩＣＴの導入に係る補助金等を行っており、国の

動向を注視しながら、保育士確保に努めていきたい。  

 

（委員）  

資料１の２ページで示されている、量の見込みや確保方策とはどのようなものか。  

 

（事務局）  

高松市こども計画案に掲載しているものである。  

量の見込みは、利用希望であり、確保方策は、量の見込みに伴い、必要な施設の整備

量である。  

 

（委員）  

 資料１の２ページでは、令和１０年度の２歳児における量の見込みと確保方策の数字

が大きく異なっている理由は何か。  

 

（事務局）  

 昨年実施した、民間施設への意向等希望調査で回答いただいたものを集計したもので

ある。令和１０年度になると月１０時間利用可能である必要があるが、令和７年度は、

整備が厳しい状況であり、月３時間での開始を予定している。  

 

（委員）  

 資料１の２ページでは、令和１０年度の０歳児の量の見込みが５１６人日となってお

り、高松市の０歳児の出生数は３，０００人程度だと思うが、約６人に１人がこども誰

でも通園制度を利用することになるのか。  

 

（事務局）  

 資料１の２ページで示している、令和１０年度の０歳児５１６人日という数字は、年

間の延べ人数を示しており、月当たりの延べ人数であれば４３人日である。  

４３人日とは、市内の施設で常に４３人分を確保する必要があるといった規模感であ

る。  

 

（委員）  

 次の４点について質問  

［１］  資料１の３ページ①対象施設【児童福祉法施行規則】において、認可基準を

満たしていれば施設類型は問わないと記載があるが、認可基準とは、幼稚園で

あれば幼稚園の認可基準を満たせばよいのか。それとも、こども誰でも通園制

度の認可基準を満たす必要があるのか。  
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 ［２］  こども誰でも通園制度の利用方式について、具体的に教えていただきたい。  

 ［３］  資料１の３ページ③認可手続【児童福祉法施行規則】において、注意書きに

記載されている、経済的基礎とはどのようなことを指しているのか。  

［４］  ０、１、２歳児を預かっていない幼稚園が、こども誰でも通園制度を実施す

るに当たって、どのような準備が必要か。  

また、その準備ができない場合は、事業の実施ができないのか。  

 

（事務局）  

 質問について回答  

 ［１］  既存の幼稚園の認可基準ではなく、今回新たに示されるこども誰でも通園制

度の認可基準を満たしていただく必要がある。  

［２］  利用方式については、法令上規定されていない。  

国の議論の中では、自由利用や定期利用、親子登園を条件とするかどうかが

挙げられていた。  

［３］  経済的基礎等は、児童福祉法上の認可の要件とされており、事業を実施する

ために必要な経済的基礎、事業を行うものへの社会的信望や実務を担当する幹

部職員の社会福祉事業に対する知識や経験が必要となる。  

 ［４］  必要な準備の１つとして、職員配置が挙げられる。幼稚園における実施は、

一般型での実施となる。一時預かり事業と同様の基準で、児童数に応じた職員

配置が必要となり、必要な保育士は配置基準の２分の１以上で、その他の職員

については研修の受講等が必要となる。  

また、設備に関する準備も必要となる。本事業では、対象児童が、０歳６か

月から満３歳未満となっているが、特定の年齢の児童のみの受け入れも可能と

なっている。年齢に応じて必要な設備の条件も変わってくる。  

 

（委員）  

親子登園はしても構わないのか。  

 

（事務局）  

親子登園を禁止するものではないが、親子登園を条件としたり、常態化したりするこ

とは想定していない。  

 

（委員）  

 法人であれば、経済的基礎とはどのようものが考えられるか。  

 

（事務局）  

 経済的基礎としては、法人として基盤となる一定の資産等が条件となってくる。  

 

（分科会長）  

事業を実施するに当たっての経済的基礎については、保育士の雇用等といった運営す

るための経済的な基盤がないと事業ができないものであると思われる。  

 

（委員）  

 資料１の３ページ「①対象施設【児童福祉法施行規則】」にも記載されているとお

り、多様な主体の参画を認める観点から、施設を選べることは保護者にとって非常に重

要なことであり、その中で幼稚園が参画することは、保護者や子どもの育ちに大きな意

義があると考えている。  

この事業に幼稚園が参画できないといった条件になってしまうと、保護者の選択肢が

減ってしまうことになるため、可能な限り幼稚園も参画できるような条件を市として考

えていただければありがたい。  

 

（分科会長）  

幼稚園においては、子どもの数が減ってきているため、施設にスペースの空きがある
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一方で、職員は基本的に３歳以上の子どもの対応をしているため、職員の経験がない、

新たに職員を雇用しなければならない、雇用のための人材確保といった課題がある中

で、どのようにして事業者が希望をするかが重要である。この事業は、事業者が実施希

望をしないと始まらないため、市としては事業者への支援や事業者が希望をしやすい

ルールの作成が必要になってくると考える。  

 保育施設においては、待機児童が発生しており、保育士の確保が難しい中、この事業

にどのようにして取り組むのかを考えていく必要がある。  

 

（委員）  

 こども誰でも通園制度に対して、保育施設の職員から寄せられた意見について  

 ・こども誰でも通園制度の実施に当たって、人員不足の心配がある。  

 ・慣れない子どもが利用する場合、慣れるまでは１対１で見る必要もあると思われる

が、現在の職員配置基準ではそのように対応することが難しい。  

 ・保育する児童が増加することにより、対応時間・労力・業務量が増加し、保育士の

負担となる。  

 ・保育士の離職や保育士による不適切保育の懸念もある。  

 ・保育士が時間をかけてまとめてきたクラスの中に、急に子どもが入ることは、在園

児及び事業を利用する児童の、双方の子どもにとって良いことなのか疑問に思う。  

 ・保育士の希望としては、事業の利用は、午前中の２時間程度や給食の前までがよ

い。  

 ・こども誰でも通園制度を利用する子どもと保護者との家庭の状況にどこまで介入し

て家庭を支えていくのか、保護者にとって短期間や限られた回数の中で希望どおり

の日数を利用できるのか、育児の負担軽減に繋がるかどうかといった疑問がある。  

 ・実際に事業を利用している施設の実体験やデメリットを共有させてほしい。  

 ・保育施設全体への説明が行われていない状況であるが、事前研修を希望する。  

 ・利用時間に係る給付に限らず、運営に対する基礎分の給付を検討してほしい。  

 ・国からの情報が不十分な中で検討されているとは思うが、早期に保育施設へ情報を

共有してほしい。  

 

（分科会長）  

 受け入れる施設側からの要望や不安が挙げられたが、保育施設でヒアリングすること

や保護者からニーズを聞き取っていくことが市にとって重要であると思われる。  

 

（事務局）  

 保育士不足については、本事業実施の課題となっており、国や県とも連携しながら重

点的に対応していく。  

 利用時間については、保育士不足が考えられることからも月３時間からを予定してい

る。保育士確保に取り組み、早期に、月１０時間の受け入れを実施できるよう努めてい

きたい。  

 時間に応じた利用を考えている意見や幼稚園の参画希望については、様々な事業者に

御協力をいただいて実施していくことになると考えられる。保育士不足により受け皿が

足りていない状況であるため、事業実施可能な事業者が実施していただける体制を検討

していく。  

 また、実施している施設については、試行的事業として事業を実施しており、県内で

は多度津町のみの実施となっている。  

実施に当たってのデメリットとしては、月一定の利用時間を超えた場合の対応や支援

が必要な子どもの受け入れ等が挙げられている。  

 市としては、実施に向けて積極的な情報提供を行い、各事業者が参入しやすいように

していきたい。  

 給付については、基本的には国の制度に従って、給付費の支払いをすることになると

思われるが、国の動向を注視していきたい。  
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（分科会長）  

 令和７年度は１月から事業の実施となっており、余裕があれば月１０時間やっていた

だきたいが、当初の予定としては、利用可能時間は月３時間で設定するということか。  

  

（事務局）  

 認可の募集をするに当たって、先日、認可基準が公表されたところであり、給付の内

容も明確でないところがあるため、実施可能な事業者の数も読めない状況である。意向

調査等を実施しながら、最低基準である３時間で開始するが可能な限り増やしていける

よう努めていきたい。  

 

（委員）  

 この制度は、子どもたちにとって負担がかかるように思われる。保護者は、子どもが

園を利用することで楽かもしれないが、保護者の空いている時間に応じて、日によって

別の施設の利用をするとなると子どもたちの関係性を考えるに当たって、子どものため

に利用の仕方を考えている場合は良いが、そうでない場合も考えられるため、子どもが

親に振り回されることになる。  

保育士としても、初めて利用する子どもであること、子どもと保護者との関係性が分

からないこと、対象年齢が６か月からであること等、負担になることが考えられる。  

 また、利用する保護者への支援や子育ての孤立を解消するような手立てが合わさって

いれば、よりこの制度の目的が達せられるのではないかと思う。  

子育てをしやすくなるための制度となってほしいため、保護者の都合のみで利用して

終わってしまうのではなく、保護者を対象とした相談事業等があればよい。相談事業等

を実施するに当たっても、施設や先生に任せるのではなく、市が給付を行うといった対

応をした方がいいと思う。  

 

（事務局）  

 複数の施設の利用は子どもにとって負担となり、固定的に一つの施設を利用する方が

良いといった意見が国の議論でも挙がっている。  

 国としては、こども誰でも通園制度と一時預かり事業との違いを挙げており、一時預

かり事業は、親の負担軽減を目的としている一方で、こども誰でも通園制度は、子ども

の成長の支援を目的としている。普段、家庭で保育を受けている子どもに利用してもら

い、同世代の子どもと触れ合うことで、子どもの成長につながると考えている。  

利用する保護者へのアプローチについても国で議論されているところであり、親子登

園で利用した際に保護者との相談に応じる等のメリットがあるとされている。保護者や

子どもにとって良い事業となるように、実施の仕方について検討していきたい。  

 

（分科会長）  

 資料１の４ページ⑤実施方法【設備運営基準】において、保育所等に通園することを

基本とするが、自宅に来てもらうことが可能と記載されていたが、可能なのか。  

 

（事務局）  

 制度上設けられており、特殊な事情で、外出できない児童に対して、実施施設から自

宅へ出向いていくことになる。実施に当たってのハードルもあり困難と思われる。国の

動向や他市町村の実施状況等を見ていきたい。  

 

（委員）  

 利用する子どもが身近な人との愛着を形成する場がこの制度であると考えており、制

度の目的が子どもの成長や他の子どもと関わる社会性を育てることとなっているが、

１、２歳児はまだしも、０歳６か月の子どもは社会性を育てる前段階であるように思

う。  

 

（委員）  

 これまで親子登園、教育相談、園庭開放を実施してきたが、これらはこども誰でも通
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園制度とは認めてもらえないのか。  

 

（事務局）  

 認可基準を満たす必要があるほか、親子登園が常態化することは、国は想定していな

い。  

 

（委員）  

 子育ての楽しさをこども誰でも通園制度を通して感じてほしい。親子登園が基本的に

認められないと、子どもが利用するだけとなってしまう。  

 

（委員）  

 保育所は、保護者が就労等で保育できない時間に、児童のみを預かっている場所であ

る。そのような場所に、子どもが保護者と一緒に登園すると、在園している他の子ども

たちがどう思うのかが気になるところである。  

  

（分科会長）  

 この制度は、子どもの横の関係を構築することを目的とすると同時に、子どもが幼稚

園から小学校に上がる際にギャップがあるのと同様に、幼稚園に通うまでのギャップを

埋めていくことで、その後の幼稚園生活やその後を順調に過ごしていくことにつながる

のではないか。  

公立の保育所・幼稚園がどのようにこの制度に関わっていくのかという市としての問

題もあるのではないかと思う。  

 

以上をもって、本日の会議を終了することとした。  

 

                              閉  会  

 


